
 

千葉県保育士処遇改善事業 

予算額 2,142,960千円（R3 1,999,500千円） 

 

１ 事業の目的・概要 

  保育士の確保・定着対策を一層推進し、県内の保育環境の改善を図るため、民間   

保育所等の保育士の処遇（給与）改善を実施します。 

 

２ 事業内容 

  県内市町村が行う保育士の処遇改善に係る事業に対して、その１／２（政令市は   

１／４）を補助します。（上限額１万円） 

［実施主体］市町村 

［対象施設］民間の保育所、認定こども園、小規模保育事業を行う事業所等 

［対象職員］常勤の保育士又は保育教諭 

［基 準 額］職員１名につき月額２万円 

 

 

 

 

 

 

担当課・問い合わせ先 
健康福祉部子育て支援課 
０４３－２２３－２３５５ 
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保育所整備促進事業 

予算額 249,000千円（R3 382,000千円） 

１ 事業の目的・概要 

  待機児童の早期解消を図るとともに、労務単価の上昇による工事費の高騰に対応するため、国

の補助制度等に県単独で上乗せを行い、保育所の施設整備を促進します。 

２ 事業内容 

［対象地域］    県内市町村（政令市を除く） 

［補助対象者］  社会福祉法人 等 

［補助対象経費］安心こども基金で行う保育所緊急整備事業又は国の保育所等整備交付金事業に 

より実施する、保育所等の創設・増築・増改築に必要となる経費 

［補助率］      基金又は国の補助対象基準額を超える額の 1/2 

［補助限度額］  定員１人あたり2,800千円 

 

（参考）補助のイメージ 

 補助対象事業費252,000千円、定員90名の保育所を基金事業により新設する例 

 ・基金事業の補助対象基準額が160,000千円の場合 

 ・補助対象基準額を超える額は92,000千円（＝補助対象事業費252,000－補助対象基準額160,000） 

 ・本事業による県補助額は46,000千円（＝基準額を超える額92,000千円×補助率1/2） 

  

                                       （単位：千円） 

               基金事業の補助のみ            本事業による補助も上乗せ 

基金事業の補助基準 

を超える額 92,000  

① 
事業者 
92,000 

⇒ 

県 
46,000 
(1/2) 

① 
事業者 
46,000 
(1/2) 

基金事業の基準額 

160,000 

国（基金） 
80,000 
（1/2) 

市町村 
40,000 
(1/4) 

② 
事業者 
40,000 
(1/4) 

国（基金） 
80,000 
（1/2) 

市町村 
40,000 
(1/4) 

② 
事業者 
40,000 
(1/4) 

         事業者の負担額①＋②＝132,000千円      事業者の負担額①＋②＝86,000千円 

 

 

 

担当課・問い合わせ先 
健康福祉部子育て支援課 
０４３－２２３－２３５５ 
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賃貸による保育所・小規模保育事業所緊急整備事業 

予算額 522,000千円（R3 670,000千円） 

１ 事業の目的・概要 

  保育の受け皿整備と待機児童解消を加速するため、賃貸物件を活用した保育所・小規模保育 

事業所を新設、定員拡大のために改修する場合に、国の助成（保育所等改修費等支援事業）に  

県独自の上乗せを行い、その費用の一部を助成します。 

２ 事業内容 

［対象地域］    県内市町村 

［補助対象者］  保育所等を経営する民間事業者 

［補助対象経費］賃貸物件による保育所等の新設、定員拡大に伴い必要となる経費 

（改修費等、賃借料（礼金を含み、敷金を除く。）） 

ただし、待機児童の解消につながらない老朽化に伴う改修は対象外。 

［補助率］      １／８ 

［補助限度額］  定員１人あたり2,800千円 

 

（参考）補助のイメージ 

補助対象事業費53,000千円、定員50名の保育所を新設する例 

 ・本事業による県補助額は6,625千円（＝補助対象事業費53,000千円×補助率1/8） 

 

                                     （単位：千円） 

                国の補助のみ            本事業による補助も上乗せ 

国補助事業の補助基準 

を超える額 21,000  

① 
事業者 
21,000 
(10/10) 

⇒ 

① 
事業者 
18,375 

(7/8) 

 

 

県 

6,625 

(1/8) 国補助事業の基準額 

32,000 

国補助金 
21,333 
（2/3） 

市 
2,667

(1/12) 

② 
事業者 
8,000 
(1/4) 

 
国補助金 
21,333 
（2/3） 

市 
2,667

(1/12) 

② 

事業者 

4,000 

(1/8) 

          事業者の負担額①＋②＝29,000千円    事業者の負担額①＋②＝22,375千円 

 

 

担当課・問い合わせ先 
健康福祉部子育て支援課 
０４３－２２３－２３５５ 
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児童相談所の機能強化【一部新規】 

予算額 137,085千円 

（債務負担行為 253,000千円） 
 

１ 事業の目的・概要 

児童虐待事案等に適切に対応するため、人員配置の強化や施設整備等により児童相談所の  

機能強化を図ります。 

 

２ 主な事業内容 

（１）人員配置の強化 

国が示す児童虐待防止対策体制総合強化プランや県の児童虐待防止緊急対策に対応するため、

児童相談所の児童福祉司、児童心理司等を増員します。 

（２）児童相談所の新設 101,445千円（債務負担行為172,000千円） 

  児童相談所の管轄規模の適正化に向け、（仮称）印旛児童相談所と（仮称）東葛飾児童相談所を

新設するための基本設計、実施設計等を行います。 

【主な事業】 

 R3～4年度 基本設計等 99,608千円 

 R4～5年度 実施設計 （債務負担行為 172,000千円） 

【スケジュール（予定）】 

 R3～4年度 基本設計、R4～5年度 実施設計、R6～7年度 工事、R8年度 開設 

（３）児童相談所の建替え【新規】 4,750千円（債務負担行為81,000千円） 

  県有建物長寿命化計画に基づき、施設が老朽化している柏児童相談所と銚子児童相談所に  

ついて、建替えに向けた基本設計等を行います。 

【主な事業】 

 R4年度   地歴調査 4,750千円 

 R4～5年度 基本設計、地質調査 （債務負担行為 81,000千円） 

【建設予定地】 

 柏市柏の葉（県有地（教育庁所管）） 

 銚子市南小川町（銚子市所有地） 

【スケジュール（予定）】 

 R4～5年度 基本設計、R5～6年度 実施設計、R7～8年度 工事、R9年度 開設 

（４）ICTを活用した児童相談所業務改善事業 30,890千円 

児童相談所業務の適正化及び業務効率化を図るため、システムの運用保守管理及び改修等を

行います。 

また、職員間等の情報連携を迅速かつ円滑に行うため、出張時の連絡等に使用する公用   

スマートフォンの運用等を行います。 

 担当課・問い合わせ先 
健康福祉部児童家庭課 
０４３－２２３－２３２３・３６３４ 
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児童虐待防止対策事業 

予算額 540,121千円（R3 535,855千円） 
 

１ 事業の目的・概要 

児童虐待の未然防止、早期発見、被虐待児童のケア等に総合的に取り組みます。 

 

２ 主な事業内容 

（１）里親委託推進事業          58,887千円 

里親制度に関する理解を深め、里親委託へ繋げるために、制度説明会等を開催し里親

登録者数の増を図るとともに、相談援助や交流推進、資質向上のための研修等を実施 

します。また、里親委託前に子どもとの関係調整のために実施する面会や外泊などに 

要する生活費や旅費を補助し、里親委託の推進を図ります。 

 

（２）児童相談所虐待防止体制強化事業  172,147千円 

各児童相談所において児童虐待に関する電話相談を実施するとともに、24時間365日、

電話で児童虐待の通告等に対応する子ども家庭110番を設置します。また、児童虐待   

通報があった場合に、児童福祉司と目視による安全確認を行う児童安全確認協力員の 

各児童相談所への配置等を行います。 

 
（３）児童相談所専門機能強化事業     73,433千円 

児童相談所の専門機能を強化するため、児童相談所職員に対して各種研修を実施する

ほか、児童精神科医や臨床心理士等の専門家から協力・助言を得るとともに、各児童  

相談所に弁護士や警察職員などを配置します。 

 

（４）児童虐待対策関係機関強化事業     17,801千円 

  市町村等の関係機関における児童やその保護者に対する支援体制を強化するため、  
市町村職員等への研修の実施や、市町村の要保護児童対策地域協議会への専門家の派遣

等を行います。 

 

（５）社会的養護自立支援事業       52,541千円 

  児童養護施設等を退所する児童の自立支援のため、22 歳まで引き続き施設等で居住 

する場合の生活費等の補助、退所後の一人暮らしの体験費用の補助、相談支援や支援  

コーディネーターによる継続支援計画の作成等の支援を実施します。 

 

（６）子ども虐待防止地域力強化事業      36,022千円 

  児童虐待防止とＤＶ防止（※）の広報啓発を一体として年度を通して展開し、児童  

虐待の通告義務やＤＶ被害の相談機関、里親制度等の周知を図ります。 

 ※児童虐待防止「オレンジリボンキャンペーン」 ＤＶ防止「パープルリボンキャンペーン」 

 

 

 
担当課・問い合わせ先 
健康福祉部児童家庭課 
０４３－２２３－２３５７・３６３４・ 
        ２３７６ 
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養子縁組民間あっせん機関助成事業【新規】 

予算額 8,000千円 

１ 事業の目的・概要 

 特別養子縁組等の推進を図るため、養親希望者の負担軽減に向けた支援を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 事業内容 

 養子縁組民間あっせん機関を利用する養親希望者があっせん機関に対して支払う 

手数料を助成します。 

 （１）負担割合 

国１／２、県１／２ 

 （２）補助上限額 

１人あたり 400千円 

 （３）対象者 

民間あっせん機関による養子縁組のあっせんを利用する、県内居住の養親希望者 

 （４）助成対象 

民間あっせん機関に対し支払う手数料 

担当課・問い合わせ先 
健康福祉部児童家庭課 
０４３－２２３－２３２２・２３５７ 

「特別養子縁組制度リーフレット（厚生労働省）」（https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000759793.pdf）を加工して作成 
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ヤングケアラー支援体制強化事業【新規】 

予算額 8,680千円 
 

１ 事業の目的・概要 

 ヤングケアラーは、家庭内のデリケートな問題、本人や家族に自覚がないといった理由

から、支援が必要でも表面化しにくくなっています。 

 国の調査やプロジェクトチーム報告を踏まえ、千葉県内においても実態調査を行い、  

必要な支援体制構築に繋げていきます。 

 また、福祉・介護・医療・教育等の関係機関を中心に、ヤングケアラーの発見や支援策

に係る研修を実施します。 

 

２ 主な事業内容 

（１）ヤングケアラー県内実態調査          8,000千円 

   千葉県内におけるヤングケアラーの状況及び課題把握のため、地方自治研究機構の

共同調査研究事業を活用し、実態調査及び今後の施策の検討を行います。 

 

（２）ヤングケアラー関係機関職員研修         680千円 

  ヤングケアラーの支援にあたっては、福祉・介護・医療・教育等の関係機関職員から

の働きかけも重要です。支援に携わる関係機関の職員に対し、ヤングケアラーの発見や

支援策に係る研修を実施します。 

 ［関係機関］ 

福祉事務所、児童相談所、学校、地域包括支援センター等 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当課・問い合わせ先 
健康福祉部児童家庭課 
０４３－２２３－２３２２・２３５７ 
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私立学校経常費補助（一般補助） 

予算額 32,660,509千円（R3 33,414,793千円） 

 

 

１ 事業の目的・概要 

  私立学校の振興と保護者負担の軽減を図るため、学校法人が設置する学校の運営費に

対し助成します。 

 

２ 事業内容 

 学校法人の教育に要する経常的経費に対し、生徒等１人当たりの国標準単価を基本 

として助成します。 
県単独で上乗せする補助単価については、高等学校では27,500円、幼稚園では  

14,100円に引き上げ、経常費補助の一層の拡充を図ります。 

また、専修学校（専門課程）についても、県単独の経常費補助額を15,000円に     

引き上げます。 

 

 

 

担当課・問い合わせ先 
総務部学事課 
０４３－２２３－２０８３ 
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私立高等学校等ＩＣＴ環境整備事業【新規】 

予算額 160,000千円 

 

 

１ 事業の目的・概要 

  県内の私立小学校・中学校・高等学校等におけるＩＣＴ教育環境の一層の充実を図る

ため、パソコンやタブレット端末、電子黒板等の整備に要する経費について、国の助成

に新たに県独自の上乗せを行います。 

 

２ 事業内容 

（１）対象校 

ＩＣＴ関連費用について、国からの助成を受けている学校 

（２）補助率 

  補助対象経費 × １／４ 

  （県の上乗せにより、国１／２、県１／４、学校１／４となります。） 

 

参考 令和３年度の国の助成 

  ①私立大学等研究設備整備費等補助金（私立高等学校等ＩＣＴ教育設備整備推進事業費） 

   補助対象：電子黒板、プロジェクタ、ソフトウェア 等 

   補 助 率：１／２ 

②私立学校情報機器整備費補助金 

   補助対象：小中学校は児童生徒数までのパソコンやタブレット 

        高等学校は奨学給付金受給生徒数までのパソコンやタブレット 等 

 補 助 率：１／２ 

 

    

  

 

 

 

担当課・問い合わせ先 
総務部学事課 
０４３－２２３－２０８３ 
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私立小中学校家計急変世帯授業料軽減事業【新規】 

予算額 25,000千円 

 

１ 事業の目的・概要 

 令和４年度から、県内私立小中学校へ入学後に家計急変した世帯を対象とした授業料

軽減を行い、児童生徒の継続的な学びを支援します。 

 

２ 事業の概要と制度の内容 

 （１）対象者（以下の要件をすべて満たす者） 

  ・当該学校への入学後に保護者の失職・倒産等により家計が急変した世帯 

  ・保護者の家計急変後の年収が400万円未満相当 

  ・保護者の資産保有額が700万円未満 

※家計急変年度以降も引き続き低所得の場合は、卒業まで支援を継続します。 

（２）補助額 

  年間最大336,000円（月額28,000円）。 

 

 

担当課・問い合わせ先 

総務部学事課 

０４３－２２３－２０８３ 
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ちばっ子「学力向上」総合プランの推進 

予算額 319,673千円（R3 199,547千円） 

 

１ 事業の目的 

  児童生徒の学力向上のため、授業中における学習支援、放課後学習の充実、体験学習

など多様な学習機会の提供、魅力ある授業づくりなどに取り組みます。 

２ 事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当課・問い合わせ先 

教育庁 教育振興部 学習指導課  ０４３－２２３－４０５９ 

ちばっ子「学力向上」総合プラン（学びの未来づくり ダブル・アクション+ONE） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
●魅力ある授業づくり 

900千円 
優れた技能や専門性を活かした授業を行う 

教員を授業づくりコーディネーターとして認定
し、授業公開や授業づくりの支援により授業改善
を図ります。 
・「授業づくりコーディネーター」活用事業 

 

ちばっ子学びの未来デザインシート事業 150,000 千円 
   これからの社会で求められる考える力を試すテストを本県 

独自に実施し、児童生徒の学ぶ意欲の向上と教員の授業改善

を促します。 

 

 

●学習サポーター派遣事業 
132,370千円 

児童生徒の学力向上のため、授業中におけ
る学習支援等を行う学習サポーターを小・中
学校に派遣します。 
 
●多様な学習機会の提供 

         34,273千円 
幼・小・中・高が相互に連携し、先進的な 

理数教育を推進するなど、多様な学習機会を
提供します。 
・「専門学科を体験しよう」事業 
・特別非常勤講師の配置 
・先進的な理数教育の推進 
 
  

＋ONE 

Action１  学ぶ意欲の向上  

 
自ら課題を持ち多様な人々と協働し 

粘り強くやりぬく子 

Action２  「主体的・対話的で深い 

学び」の実現に向けた授業改善 

 
子供と社会の変化を捉え自律的に学ぶ

姿勢を持ち授業を工夫する教員 
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小学校専科非常勤講師等配置事業【新規】 

  予算額 136,000千円 

 

１ 事業の目的・概要 

  児童の学力及び学習意欲等の向上を目指し、専門的な教科指導の充実や質の高い授業

づくりを行うため、県独自に専門教員等を小学校へ配置し、国の加配と合わせ令和   

6年度までに全校に配置します。 

 

２ 主な事業内容 

（１）非常勤講師の配置      84,806千円 

 

 

 

 

［教  科］  算数・理科 

 ［学  年］  第３～４学年 

 ［配置校数］  ４０校 

 ［配置人材］  教科指導力の高い退職教員や塾講師等 

 

（２）技能教科専科指導員の配置 48,854千円 

 

 

 

 

 ［教  科］  体育・図画工作 

 ［学  年］  第１～４学年 

 ［配置校数］  ４０校 

 ［配置人材］  アスリート、地域の絵画教室の指導者等 

 

 

 

 

 

担当課・問い合わせ先 
【事業の計画に関すること】教育庁 教育振興部 学習指導課 ０４３－２２３－４０５９ 
【体育の充実に関すること】教育庁 教育振興部 体育課   ０４３－２２３－４１０８ 
【職員の配置に関すること】教育庁 教育振興部 教職員課  ０４３－２２３－４０４１ 

〔ねらい〕 算数・理科の授業における学力向上を図ります。 

〔活 用〕 小学３・４年の算数・理科の授業を、専門性を有する教員が単独      

または、担任とともに授業を行います。 

〔ねらい〕 体育・図工の授業における児童の学習意欲の向上と継続を図ります。 

〔活 用〕 小学１～４年の体育・図工の授業に、アスリートや芸術家、専門性

を有する教員が入り、担任の先生と一緒に授業を行います。 
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担当課・問い合わせ先 
教育庁 企画管理部 教育政策課 
０４３－２２３－４１５０ 
教育庁 教育振興部 特別支援教育課 
０４３－２２３－４０５１ 

[参考：令和３年度２月補正予算案計上事業] 

授業環境高度化推進事業【新規】 

予算額 249,000千円  

 

１ 事業の目的・概要 

学校におけるＩＣＴ教育環境の充実を図るため、授業環境の高度化に資する機器の 

整備を行います。 

 

２ 事業内容  

（１）対  象    

県立高等学校、県立特別支援学校 

（２）内  容 

   ○県立高等学校のプロジェクタ整備（教育政策課）         187,000千円 

ＩＣＴ機器を活用した授業を展開できるよう、プロジェクタを整備します。 

 

 ○県立特別支援学校における通信環境等の整備（特別支援教育課） 

62,000千円 

これまでに整備したタブレット等のＩＣＴ機器を有効活用できるよう、無線  

アクセスポイント等を整備します。 

 

   

 

 
 
  

 

 

 

     プロジェクタを活用した生徒の発表     無線環境下でのタブレット活用 
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キャリア教育の推進【一部新規】 

予算額 10,628千円（R3 960千円） 

 

１ 事業の目的・概要 

  生徒が主体的に自らの生き方について考え、将来を見通しながら社会的・職業的自立

に向けた資質・能力を身に付けていくことができるよう、学校における実践的な   

キャリア教育を推進します。 

 

２ 主な事業内容 

（１）職業理解と進路選択能力の育成 

  多様な職業について理解や興味関心を深めるとともに、将来就きたい職業や習得した

い技能について見通しをもち、主体的な進路選択を行うための目的意識を涵養します。 

  ・職業理解のための映像教材作成 5,200千円 

  ・キャリアデザイン講演会の実施 3,150千円 

 

（２）社会人として求められる課題対応能力の育成 

専門高校において、自治体や民間企業と連携協力し、地域や産業における課題を探究

する活動を行います。 

・課題探究型キャリア教育ゼミの実施 1,060千円 

 

（３）高校生の就職支援 

  就職希望者の多い学校を指定校とし、生徒の職業意識啓発のための講演会やイン  

ターンシップ、教員の進路指導に関するスキルアップを図るための研修等を実施します。 

・就職支援事業 860千円 

 

 

 

 

 担当課・問い合わせ先 

教育庁教育振興部学習指導課 

０４３－２２３－４０５８ 
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高校・企業等との連携推進【一部新規】 

予算額 7,454千円（R3 3,751千円） 

 

１ 事業の目的・概要 

  ｢県立学校改革推進プラン｣に基づき、今後の地域産業を支える人材の育成を図るため、工業 

教育拠点校にコーディネーターを配置し、工業関係企業・大学等との連携組織の運営を行います。

また、令和４年度からは新たに農業教育拠点校にもコーディネーターを配置し、農業関係企業・

関係機関等外部との連携を促進します。 

 

２ 事業内容 

 （１）工業教育拠点校  3,727千円（R3 3,751千円） 

     ［拠 点 校］千葉工業高校 

     ［事業内容］コーディネーターを１名配置します。 

           ①工業系高校人材育成コンソーシアム千葉の運営 

           ②新たなコンソーシアム会員の発掘 

           ③総会・運営委員会等の会議関係業務 

           ④その他、県内工業教育の充実に向けた取組のサポート(課題研究の支援)等 

 

 
 
 
 
 
 （２）農業教育拠点校  3,727千円【新規】 

   ［拠 点 校］茂原樟陽高校 

［事業内容］コーディネーターを１名配置します。 

         ①アグリサポーターズちばの運営 

         ②生徒のインターンシップ・就職先の開拓・拡大 

         ③企業技術者との連携の推進 

         ④先進的な取組等の情報の収集・整理・活用 

 

 

 

 

 

 

担当課・問い合わせ先 
教育庁 企画管理部 教育政策課 ０４３－２２３－４０２６ 

商工会議所

企業
(工業団地)

行政機関
高校

小・中学校

大学・高専

研究機関

連携組織
(コンソーシアム)

産業界との
連携の推進

効果的な広報
の推進

インターンシップ
の推進

参加・情報共有

大学・研究機関
との連携の推進

111



 

 

[参考： 令和３年度２月補正予算案計上事業] 

農業教育環境整備事業【新規】 

予算額 100,000千円 

 

１ 事業の目的・概要 

  農業教育環境の充実を図るため、国の補助事業を活用し、農業の専門学科がある県立

高校に農業用機械の整備を行います。 

 

２ 事業内容 

［整備対象校］ 

  薬園台高校、流山高校、清水高校、成田西陵高校、下総高校、多古高校、 

旭農業高校、大網高校、茂原樟陽高校、大原高校、安房拓心高校、君津高校、 

君津青葉高校、市原高校（計14校） 

 

［整備内容］ 

  農業教育の高度化に必要な50万円以上の機械 

（主なもの） 

   ・農薬散布用ドローン 

ドローンによる農薬及び肥料散布やセンシング等の技術を、実践的に学習します。 

・農業用ロボットトラクター 

自動走行可能なロボットトラクターを導入することで、自動化による作業時間の

縮減や効率的な経営について学習します。 

 

   

担当課・問い合わせ先 
教育庁企画管理部教育施設課 ０４３－２２３－４１５８ 
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学校におけるいじめ対策・不登校児童生徒支援の推進 

予算額 1,223,803千円（R3 1,111,232千円） 

１ 事業の目的・概要 

いじめ防止や不登校支援に向けた取組を推進し、全ての児童・生徒が安心して学校生活を送ること

のできる体制づくりを進めます。 

 

 

 

 

２ 事業内容 

＜学校への支援体制の強化＞ 

○スクールカウンセラー（公認心理師・臨床心理士等）の配置【拡充】 849,610千円 

児童生徒のカウンセリングや保護者、教職員等への助言・援助を行います 

○スクールソーシャルワーカー（社会福祉士・精神保健福祉士等）の配置 123,253千円 

児童生徒を取り巻く問題の解決に向け、学校と福祉機関等の連携体制を作り、支援を行います 

○不登校児童生徒支援チームの設置 7,890千円 

不登校が長期化し解消困難なケース等を対象に、スクールカウンセラーやスクールソーシャル

ワーカー等の専門家がチームを組んで、学校や市町村教育委員会への支援を行います 

○スクール・サポーターの配置 120,712千円（警察本部少年課） 

＜相談体制等の充実＞ 

○ＳＮＳを活用した相談事業 29,773千円 

  悩みを抱える中学生・高校生が気軽に相談できるよう、身近なコミュニケーションツールである

ＳＮＳを活用した相談窓口を設置します 

○子どもと親のサポートセンター相談事業 70,279千円 

面接や２４時間子供ＳＯＳダイヤルによる相談や助言を行います 

○ＩＣＴを活用したストレスチェックの実施 4,550千円 

  高校生を対象にした、スマートフォン等を活用したストレスチェックを実施します 

○ネットパトロールの実施 6,073千円（県民生活・文化課） 

＜学校におけるいじめ対応力強化等＞ 

○生徒指導アドバイザーの配置  6,673千円 

生徒指導アドバイザーの配置（8人）を行います 

○いじめ防止啓発資料  2,529千円 

児童生徒、保護者にいじめ防止のリーフレット等を配付します 

○いじめ防止対策推進条例に基づく調査会等 2,461千円（児童生徒課・学事課） 

県が実施するいじめの防止対策への審議等を実施します 

 

 

≪４年度のポイント≫ 

○スクールカウンセラーの配置日数及び配置校の拡充をします。（公立小・中学校は全校配置済） 

・公立小学校への配置日数を拡充（隔週1日配置176校→280校） 

・県立高等学校への配置校を拡充（週1日配置89校→97校） 

・県立特別支援学校へ新規配置（隔週1日配置、1校） 

担当課・問い合わせ先 

教育庁教育振興部児童生徒課 

０４３－２２３－４０５５ 
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課題を抱える高校生の居場所設置・相談支援事業【新規】 

 

予算額 7,500 千円 

 

１ 事業の目的・概要 

 貧困や家庭環境など様々な原因により困難な状況にある子どもを早期に発見し、 

福祉的な支援につなげていくため、中核地域生活支援センターと福祉団体等が連携  

して校内に気軽に相談できる居場所を作ります。 

 

２ 事業内容 

 ［実施場所］ 県内の高等学校 5 校 

 ［負担割合］ 国 1/2、県 1/2 （地域子どもの未来応援交付金） 

 ［委 託 先］ 実施地域に設置されている中核地域生活支援センターの受託事業者 

 ［事業内容］ 実施校ごとに月 1 回程度開催する居場所づくりの事業について、  

参加団体の手配や広報等の開催準備を支援するとともに、開催経費へ

の助成（1 回あたり上限 5 万円、1 校につき 2 年間に限る）や当日の

子どもの相談対応を行います。 

 

 

 

 

 

担当課・問い合わせ先 
健康福祉部健康福祉指導課 
０４３－２２３－２３０３ 

［中核地域生活支援センターとは］ 

障害・児童・高齢者など分野を限定しない福祉の総合相談窓口として、県内 
13 の健康福祉センター圏域ごとに 1 か所ずつ設置。 
 地域で生きづらさを抱えた人の包括的な相談支援、市町村等バックアップ、

関係機関のコーディネート、権利擁護等を 24 時間 365 日体制で実施。 
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日本語の指導を含むきめ細かな支援推進事業【一部新規】 

予算額 27,864千円（R3 19,961千円） 

 

１ 事業の目的・概要 

  日本語指導を必要とする外国人児童生徒に対して、学習上・生活上の支援を行うため、

母国語を話すことができる相談員等を派遣し、日本語指導及び適応指導等を行うととも

に、市町村が行う外国人児童生徒への支援に対して助成します。 

 

２ 主な事業内容 

（１）外国人児童生徒等教育相談員の派遣   17,555千円 

授業前・後の日本語指導や学校と外国人児童生徒及びその保護者との連絡など、生活・

文化面に係るサポート等を行う相談員の派遣 

［派遣人数］ 県立学校67人  

 

（２）連絡協議会の開催    818千円 

担当教員の指導力向上等のため、経験年数等に応じたきめ細かな研修等を実施 

［階層別研修］1年目の初級指導者研修、2年～5年目の中級指導者研修、 

6年目以降の中核リーダー研修の実施 

 

（３）拠点校における支援の在り方等調査・研究 3,332千円 

授業や適応指導における校内支援体制、就職に必要な日本語や文化の指導、企業訪問

等の就職支援等のあり方を構築する。 

 

（４）外国人児童生徒等教育補助事業【新規】  6,062千円 

市町村が実施する日本語指導員の配置や翻訳機の導入等に係る経費を助成 

［対象市町村］ 13市町村（予定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当課・問い合わせ先  

教育庁教育振興部学習指導課０４３－２２３－４０５７ 

県立学校 

・教育相談員の派遣 
・日本語指導教員等の研修の充実 
・拠点校における調査・研究 

千葉県教育委員会 市町村教育委員会 
・指導員の配置等に係る経費の助成 
・連絡協議会の設置 
・情報発信、指導助言 

・受入体制の支援 
（日本語指導等の学習支援） 

・多文化共生理念の普及・啓発 

市町村立学校 

・教育相談員によるサポート 
・日本語指導教員等の資質向上 

・日本語指導員によるサポート 
・日本語指導教員等の資質向上 
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県立学校トイレ改修事業【新規】 

予算額 97,500千円 

 

１ 事業の目的・概要 

県立学校の多くは、昭和５０年代に建築され、洋式トイレの設置が少ない状況ですが、 

学校は児童・生徒が一日を過ごす学習・生活の場であることから、長寿命化計画事業に

よる大規模改修を実施するほか、県立高校の普通教室棟トイレの天井・床の張り替えや

配管の更新を含めた全面改修により、トイレ環境の改善を図ります。 

また、県立学校の和式トイレの洋式化を併せて実施することにより、トイレ洋式化率

の向上を図ります。 

 

２ 事業内容 

（１）トイレ先行改修事業  35,500千円 

長寿命化計画の整備計画において大規模改修の対象校となっていない高校の   

普通教室棟などについて、トイレ１系統を全面的に改修し、洋式化率の向上を図る  

とともに、トイレ環境の改善を行います。 

 

（２）和式トイレ洋式化事業 62,000千円 

長寿命化対策事業及び上記（１）のトイレ先行改修事業の整備対象とならない、  

和式トイレを対象とし、洋式便器への交換を進めます。 

 

 

 

 

改修前 改修後         

担当課・問い合わせ先 
教育庁企画管理部教育施設課 ０４３－２２３－４１５８ 

トイレ先行改修実施イメージ 
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